
体制整備等 ／ 調査等 ／ 安全・安心な農産物生産 ／ 中山間地域振興 ／ 環境保全地域を変えるための切り口
目 担い手の育成 研修・訓練 ／ 労働力確保等 ／ 経営改善 ／ その他（狩猟者の確保）
的 農地の利用集積 遊休農地対策
別 生産基盤の整備 その他（侵入防止柵）

機械・施設の整備 施設導入 ／ 機械購入

実施主体別 市町村／農協／農業委員会／土地改良区／法人／任意団体／地域協議会

事業名 鳥獣被害防止総合対策事業（国庫・継続）
【鳥獣被害防止総合対策交付金】

アピール 鳥獣による農林水産物への被害を防止するための取組をソフト・ハード面か
ポイント ら総合的に支援する。

「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための 予算額 61,300（千円）
事 特別措置に関する法律」により市町村が作成する「被害
業 防止計画」に基づき、地域協議会等が実施する鳥獣被害 国 61,300
の 防止対策の取組等を総合的に支援する。 内
趣 県 －
旨 訳

その他 －

１ ソフト対策 補助率 標準事業費
事 （１）地域ぐるみの被害防止活動

ソフト対策 ソフト対策業 ア 生息状況調査、捕獲機材の導入、捕獲・追払い、放
定額補助のの 任果樹の除去、緩衝帯の整備等 定額
限度額は50内 イ サル・クマ・鳥類の複合対策（ ） 1/2以内捕獲や追払いなど複数の取組
万円～容 ウ 他地域の人材を活用した取組 （鳥獣被害

対策実施隊 （鳥獣被害対等 エ ＩＣＴ等新技術の活用( )ＩＣＴを活用した捕獲や追払いなど複数の取組
が行う取組 策実施隊の捕（２）大規模緩衝帯の整備や一度に相当数を捕獲する誘導捕
等 は 定 額 獲有資格者数獲柵わなの整備
（限度額あ な ど 体 制 に（３）ＩＣＴ等新技術実証
り)） よって加算、（４）農業者団体等民間団体による被害防止活動

その他メニュ（ ）５ ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組( )販売拡大、搬入促進支援
ーごとに設定（ ）６ 鳥獣被害対策実施隊の体制強化（ ）実施隊員の人材育成、新規猟銃取得支援
あり）（７）捕獲サポート体制の構築

（８）処理加工施設の人材育成
（９）ＩＣＴ活用による情報管理の効率化
（10）農林水産業に被害を及ぼす野生鳥獣の緊急的な捕獲

ハード対策２ ハード対策
（１）侵入防止柵等の鳥獣被害防止施設の整備( ) 定額既設柵の地際補強含む
（２）捕獲鳥獣の処理加工施設( )の整備 1/2以内食肉利用等施設等

（侵入防止（３）捕獲技術高度化施設（ ）の整備射撃場
柵の資材費《事業実施主体》
のみの場合①ソフト対策：地域協議会（ ）市町村ほか関係機関で構成
は定額）②ハード対策：地域協議会等（ ）地域協議会又はその構成員

【採択要件】

１ 被害防止計画が作成されていること又は作成されることが確実に見込まれること。

２ 有害捕獲、被害防除及び生息環境管理のうち複数の取組が行われていること又は行わ

れることが確実に見込まれること。 等

【令和５年度実施計画等】１４地域協議会

実施期間 平成２８～令和５年度 担 当 食の安全・安心推進課 安心推進グループ
（内線５０３７、直通０１７－７３４－９３５２）

-10-



体制整備等 ／ 調査等 ／地域の活性化 ／ 中山間地域振興 ／ 環境保全地域を変えるための切り口
目 ６次産業化の推進 加工・販売促進 ／ 地産地消 ／ グリーン・ツーリズム
的 農地の利用集積 遊休農地対策
別 生産基盤の整備 ほ場整備 ／ 暗渠排水・客土 ／ 用排水路

機械・施設の整備 施設導入
実施主体別 県 ／ 市町村 ／ 法人 ／ 地域協議会 ／ 農林漁業者の組織する団体等

事業名 農山漁村振興交付金（国庫・継続）

アピール 地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業
ポイント の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結びつける取組を総

合的に支援する。

農山漁村がもつ豊かな自然や「食」等の多様な地域資源 予算額 国直接採択（ ）千円
事 を、農業やその関連産業のみならず、観光、福祉、教育等
業 にも活用することにより、農山漁村における就業の場の確 国 9,070,000
の 保、所得の向上及び雇用の増大を実現し、地域活性化を図 内
趣 る。 県 －
旨 訳

その他 －

１ 事業内容 補助率 標準事業費
事 （１）最適土地利用総合対策
業 農用地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な土 定額 ※県経由
の 地利用構想の策定やその実現に必要な取組等を支援 1/2等
内 （２）中山間地農業推進対策
容 中山間地域での収益力向上等に向けた取組や農村型地域 ※県経由
等 運営組織（農村ＲＭＯ）の形成等を支援

（３）山村活性化支援交付金
振興山村での地域資源の活用等による地域経済の活性化

の取組を支援
（４）農山漁村発イノベーション対策

農山漁村の多様な地域資源を活用し、新事業や付加価値 ※県経由
を創出する取組等を支援

（５）農山漁村発イノベーション対策のうち農泊推進型
観光コンテンツの開発や国内外へのプロモーション、古

民家等を活用した滞在施設、体験施設の整備等を支援
（６）農山漁村発イノベーション対策のうち農福連携型

障害者等の農林水産業に関する技術習得やユニバーサル ※県経由
農園の開設、障害者等が作業に携わる施設整備等を支援

（７）情報通信環境整備対策
農業農村インフラ管理や地域活性化等に必要な情報通信 ※県経由

環境の整備を支援
（８）都市農業機能発揮対策

農業体験や農地の周辺環境対策、防災機能の強化、都市
部の空閑地を活用した農地や農的空間の創出の取組等を支援

《事業実施主体》
都道府県、市町村、地域協議会、農林漁業者の組織する団体等

【採択要件】
関連する計画を策定すること。 等

実施期間 平成２８年度～ 担 当 構造政策課 農村活性化グループ
（内線５０６３、直通０１７－７３４－９５３４）
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体制整備等 ／ 調査等 ／ 地域の活性化 ／ 環境保全地域を変えるための切り口
目 ６次産業化の推進 加工・販売促進 ／ 地産地消 ／ グリーン・ツーリズム
的 担い手の育成 新規就農 ／ 研修・訓練 ／ 労働力確保等 ／ 経営改善 ／ 法人化 ／
別 集落営農 ／ 女性活動支援

機械・施設の整備 施設導入 ／ 機械購入
実施主体別 県 ／ 地域協議会等 ／ 地域経営体等

事業名 青森県型地域共生社会の実現に向けた地域経営確立事業（県単・継続）

アピール 農山漁村の経済社会を支えていく個別経営体や集落営農組織などの地域経営
ポイント 体の経営発展や、地域貢献に向けた取組を支援する。

青森県型地域共生社会の実現に向け、地域経営体のレベ 予算額 64,827（千円）
事 ルアップを図る取組を支援するとともに 「地域経営」の、
業 仕組みの確立に向けたモデル集落及びそれを伴走支援する 国 －
の 中間支援組織の育成に取り組む。 内
趣 県 64,827
旨 訳

その他 －

１ 地域貢献型マネジメント定着事業 補助率 標準事業費
事 市町村でのマネジメント部会の開催や、課題解決に向けた
業 地域提案型の取組を支援 ソフト 補助限度額
の （１）連携・協働の場づくり（必須） 定額 2,000千円/
内 （２）地域共生社会の実現に向けた体制づくり（必須） 地域
容 （３）個別経営体及び組織経営体の育成
等 （４）新規就農者の育成・確保

（５）地域資源の発掘・活用
（６）地域支援サービスの推進
（７）地域コミュニティの再生・強化

２ 地域貢献型経営体レベルアップ推進事業 ソフト 補助限度額
地域経営体等の地域貢献の取組及びそれに向けた経営発展 定額 通常分

の取組を支援 ハード ソフト
（１）地域貢献の取組 1/2 1,000千円

新規就農支援、移住定住対策、コミュニティの活性化、 ハード
生活支援サービス 育児支援 買物支援 高齢者見守り等 1,500千円（ 、 、 ）、
教育・福祉活動（障がい者等の就労促進等 、地域資源・）
生産基盤・伝統文化の保全、環境保全活動、交流人口拡大 特認分
等 ソフト

（２）経営力強化の取組 2,000千円
新作物・ＩＣＴの導入、雇用の拡大、販路開拓等 ハード

2,500千円
３ 中間支援組織支援型モデル集落育成事業

ＮＰＯ等の伴走支援によるモデル集落の育成、集落支援マ
ニュアルの作成、研修会の開催及び有識者によるサポート等

《事業実施主体》
１ 地域協議会等 ２ 地域経営体等 ３ 県

【採択要件】
１及び２については、実施計画の審査に基づき支援対象を選定する。

実施期間 令和３～５年度 担 当 構造政策課 農村活性化グループ
（内線５０６３、直通０１７－７３４－９５３４）
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目 体制整備等 ／ 環境保全 ／ スマート農業地域を変えるための切り口
的 機械・施設の整備 施設導入 ／ 機械購入 ／ リース ／ 改良
別

実施主体別 農協 ／ 法人 ／ 個人 ／ 任意団体 ／ 地域農業再生協議会

事業名 産地生産基盤パワーアップ事業［稲作 （国庫・継続）］
【産地生産基盤パワーアップ事業のうち収益性向上対策・生産基盤強化対策の
うち基金事業】

アピール 稲作の収益力向上に必要な農業機械等のリース導入等ができる。
ポイント

収益力強化に計画的に取り組む稲作産地に対し、計画の 予算額 7,475（ ）千円
事 実現に必要な農業機械の導入や、生産基盤の次世代への継
業 承を目的とした農業機械等の再整備・改良などの取組を支 国 7,475
の 援する。 内
趣 県 －
旨 訳

その他 －

１ 収益性向上対策 補助率 標準事業費
事 （１）生産支援事業
業 収益力向上に必要な農業機械等のリース方式等による導 1/ 2以 －
の 入 内
内 ２ 生産基盤強化対策
容 （１）後継者不在の農地等での生産機能の継承を目的とした作
等 業受託組織等での農業機械等の再整備・改良 等

３ 成果目標
（１）収益性向上対策

・生産コスト、集出荷・加工コストの10％以上削減
・単位面積当たりの販売額又は所得額10％以上増加
・契約栽培割合10％以上増加かつ50％以上とすること
・労働生産性の10％以上向上 等

（２）生産基盤強化対策
・総販売額又は総作付面積の維持又は増加
・生産コストの低減
・労働生産性の向上 等

《事業実施主体》
農業者、農業者の組織する団体、民間業者 等

【採択要件】

１ 県が設定する基準を満たしていること。

２ 地域協議会等が、産地パワーアップ計画を作成すること。

３ 農業機械等の導入にあっては、本体価格が50万円以上に限る。

４ 事業実施地区の作付面積がおおむね次に掲げる規模以上であること。等

麦 30ha（中山間地域等 10ha） 露地野菜 10ha（中山間地域等 5ha）

大豆 20ha（ 〃 10ha） 施設野菜 5ha（ 〃 3ha）

※中山間地域等において生産支援事業を実施する場合は要件が緩和されます。

実施期間 平成２８～令和５年度 担 当 農産園芸課 稲作・畑作振興グループ
（内線５０７４、直通０１７－７３４－９４８０）
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目 地域を変えるための切り口 安全・安心な農産物生産 ／ 地域の活性化 ／ 中山間地域振興 ／ 環境保全
的 機械・施設の整備 リース
別

実施主体別 市町村／協議会

事業名 有機農業等推進事業（国庫・継続）
【みどりの食料システム戦略緊急対策交付金（R4補正）
みどりの食料システム戦略推進交付金（R5当初）】

アピール 市町村主導による有機農業の産地化に向けて、実施計画の策定や有機農業の
ポイント 生産から消費・流通までの一環した取組を支援

地域ぐるみで有機農業の産地づくりを目指す市町村等が、 予算額（千円） 9,000
事 有機農業実施計画の策定や、その実現に向けて生産から消
業 費・流通までの一環した取組を行うことで、有機農業先進 国 9,000
の モデル地区の創出を図る。 内
趣 県 －
旨 訳

その他 －

１ 有機農業実施計画の策定 補助率 標準事業費
事 （１）有機農業実施計画策定に向けた検討会の開催等
業 （検討会の開催、専門家による指導、先進地視察等） 定額 上限事業費
の （２）有機農業実施計画の取組の実現性又は課題を検証するた
内 めの試験的な取組の実施 （機械 １の有機農
容 （有機栽培の技術実証、団地化、学校給食利用、加工品製 リース 業実施計画
等 造等 は1/ 2 を策定する

（３）有機農業実施計画策定の周知 以内） 市町村１か
（ホームページ、イベント等での情報発信） 所あたり

２ 有機農業実施計画の実現に向けた取組みの実践 1,000万円
１で策定した有機農業実施計画の実現に向けた取組の実施 ２について

（１）検討会の開催 は800万円
（２）計画実現に向けた流通・加工関連や消費関連の取組の実

施
（３）課題解決に向けた調査等
（４）有機農業実施計画の変更
《事業実施主体》
市町村又は市町村が参画する協議会

【採択要件】

１ 事業実施計画が、事業の目的に照らし適切なものであり、かつ、当該計画の目標の達

成が見込まれる内容となっていること。

２ 事業で実施する各種の取組について、ホームページや広報誌、市町村が実施するイベ

ント等の場を活用して広く普及させることにより、本事業の効果をさらに高めているこ

とが示されていること。

３ 事業実施主体となる市町村においては、「有機農業と地域振興を考える自治体ネット

ワーク」に加盟していること、又は加盟する予定があること。

【令和５年度実施計画等】

黒石市

実施期間 令和４年度～ 担当 食の安全・安心推進課 環境農業グループ
（内線5039、直通017-734-9353）
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目 地域を変えるための切り口 安全・安心な農産物生産 ／ 地域の活性化 ／ 中山間地域振興 ／ 環境保全
的 機械・施設の整備 リース
別

実施主体別 県 ／ 市町村／協議会

事業名 グリーンな栽培体系への転換サポート事業（国庫・継続）
【みどりの食料システム戦略緊急対策交付金（R4補正）
みどりの食料システム戦略推進交付金（R5当初）】

アピール 環境にやさしい栽培技術及び省力化に資する技術を取り入れた栽培体系の実
ポイント 証に係る取組を支援

産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に 予算額（千円） R5当初分
事 資する先端技術等」を取り入れたグリーンな栽培体系への 3,000
業 転換に向けた、各産地に適した技術の検証、栽培マニュア
の ルの策定、情報発信などの取組を支援することで、技術の 国 R5当初分
趣 普及を図る。 内 3,000
旨

訳 県 －

その他 －

１ 環境にやさしい栽培技術と省力化に資する先端技術等の検 補助率 標準事業費
事 証
業 ２ 技術実証のための検討会の開催、先進地視察 定額 上限事業費
の ３ 検証結果を踏まえた栽培マニュアルの策定 300万円
内 ４ 策定したマニュアル等の情報発信 （有機農業

容 に資する技

等 《事業実施主体》 術、複数の

農業者、実需者、農薬メーカー、肥料メーカー、ICTベンダー、 環境負荷軽

農機メーカー、JA、市町村、都道府県等により構成される協議 減技術に取

会（都道府県普及組織が事業に参加する場合は県、市町村も対 り組む場合

象） は360万円）

【採択要件】

１ 環境にやさしい栽培技術と省力化に資する技術それぞれ一つ以上取り組むこと。

（環境にやさしい栽培技術）

化学農薬使用量又は化学肥料使用量が低減できる技術、水田からのメタン排出削減がで

きる技術、バイオ炭の施用、生分解性マルチの利用、プラスチック被覆肥料の代替技術等

（省力化に資する技術）

リモコン式除草機、抵抗性品種の導入、うね立て同時施肥技術などの作業負担軽減が見

込まれる技術

２ 協議会に都道府県普及組織及び農協又は農業者（農業生産活動を行う個人若しくは法

人又は農業関係団体）が含まれること。

実施期間 令和４年度～ 担当 食の安全・安心推進課 環境農業グループ
（内線５０４２、直通０１７－７３４－９３５３）
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目 地域を変えるための切り口 安全・安心な農産物生産 ／ 地域の活性化 ／ 中山間地域振興 ／ 環境保全
的
別

実施主体別 市町村／協議会

事業名 有機転換推進事業（国庫・新規）

【みどりの食料システム戦略緊急対策交付金（R4補正）】

アピール 新たに有機農業を開始する農業者に対して支援を行う。

ポイント

化学的に合成された肥料や農薬を使用する慣行農業から 予算額（千円） 1,818

事 国際水準の有機農業への転換を行う農業者や有機農業に取

業 り組もうとする新規就農者が、持続的に有機農業を行うた 国 1,818

の めの取組の支援を行う。 内

趣 県 －

旨 訳

その他 －

１ 有機農業への転換推進 補助率 標準事業費

事 新たに有機農業への転換等を実施する農業者に対して、有

業 機種苗の購入や土づくり、病害虫が発生しにくいほ場環境の 定額 －

の 整備といった有機農業の生産を開始するにあたり必要な経費

内 ついて支援する。

容 （１）対象者

等 ア 有機農業に取り組む新規就農者

イ 慣行栽培から有機農業への転換に取り組む農業者

（将来的に国際水準の有機農業に取り組む農業者に限

る）

（２）対象農地

慣行栽培から有機農業への転換初年度となる農地

（３）単価

２万円／10a以内

２ 推進事務

市町村等が１の支援を希望する農業者に対して行う事務に

係る経費を支援する。

《事業実施主体》

市町村、協議会

【採択要件】

１ 事業実施計画が、環境負荷低減に資するものであること。

２ 対象者１人当たりの下限面積は10ａとする。

【令和５年度実施計画等】

弘前市

実施期間 令和５年度 担当 食の安全・安心推進課 環境農業グループ
（内線5039、直通017-734-9353）
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目 安全・安心な農産物生産 ／ 中山間地域振興／ 環境保全地域を変えるための切り口
的 担い手の育成 研修・訓練
別

実施主体別 県

事業名 「土の見える化」が拓く農業生産ステップアップ事業（国庫・継続）

アピール 土壌の三要素（物理性・化学性・生物性）の診断（見える化）により、土づ

ポイント くりの課題解決と「環境にやさしい農業」の拡大に寄与する。

農産物の高品質・安定生産と持続可能な農業の推進に向 予算額 5,967（千円）

事 け、土壌の三要素の総合診断により 「土の見える化」に、

業 取り組む。 国 885

の 内

趣 県 5,082

旨 訳

その他 －

１ 三要素の総合診断に基づく土づくりの推進 補助率 標準事業費

事 物理性（土のやわらかさ、透水性等）と化学性（養分バラ

業 ンス等）の改善のほか、生物性（有機物の分解、腐植の生成 － －

の 等）も加えた三要素の総合診断に基づいた土づくりの実践

内 （１）物理性・化学性・生物性調査（土壌状態の見える化）

容 （２）課題解決型モデル実証ほ場の設置・現地検討会

２ エコ農業の取組拡大

三要素の総合診断を取り入れてエコ農業を実践するほ場を

「挑戦農場」として、より実践的な研修を実施するほか、市

町村と連携したモデル実証ほを設置し、取組を拡大

（１ 「挑戦農場」を核としたエコ農業チャレンジ塾の開催）

（２）市町村と連携したエコ農業モデル実証ほの設置

（３）エコ農産物販売協力店の設置による販売促進

３ 高度な土づくりやエコ農業を指導できる人財の育成

（１）土壌の生物性評価に係る研修会、有機ＪＡＳ検査員養成

講習への派遣

（２ 「挑戦農場」を活用した指導力の向上（ＯＪＴ））

【令和４年度実施計画等】

１（２）の課題解決型実証ほ設置：県内８箇所

２（１）の「挑戦農場 ：県内６箇所、エコ農業チャレンジ塾塾生２０名程度」

３（２）の実証ほ：県内２箇所（津軽１、県南１）

実施期間 令和３～５年度 担 当 食の安全・安心推進課

安心推進グループ

（内線５０４１、直通０１７－７３４－９３５２）

環境農業グループ

（内線５０３８、直通０１７－７３４－９３５３）
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目 安全・安心な農産物生産 ／ 環境保全地域を変えるための切り口
的
別

実施主体別 法人 ／ 任意団体

事業名 環境保全型農業直接支払交付金（国庫・継続）

アピール 環境保全に効果の高い営農活動に取り組む場合に支援を行う。
ポイント

持続可能な農業生産に係る取組の実施のほか化学肥 予算額 53,757（千円）
事 料・化学合成農薬の使用を県の慣行レベルから原則５
業 割以上低減する取組と合わせて、堆肥施用など地球温 国 35,838
の 暖化防止（土壌中の炭素貯留）や生物多様性保全に効 内
趣 果の高い営農活動を行う農業者団体等に支援を行う。 県 17,919
旨 訳

その他 －

１ 対象者 補助率 標準事業費
事 （１）農業者の組織する団体
業 （２）複数の農業者で構成される法人 等 国 －
の 1/2
内 ２ 対象活動
容 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と 県
等 合わせて、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い 1/4

営農活動

市町村

３ 交付単価 1/4

対象活動 10a当たり単価
有機農業 そば等雑穀、飼料作物以外 12,000円

（ ）（ ）内は、合わせて、土壌分析と堆肥施用、 上記2,000円加算
カバークロップ等の取組を実施

そば等雑穀、飼料作物 3,000円
堆肥の施用 4,400円（1,600円）※（ ）内は果樹の場合

カバークロップ 6,000円
リビングマルチ 5,400円（3,200円）※（ ）内は小麦、大麦等の場合

草生栽培 5,000円
不耕起播種 3,000円
長期中干し 800円
秋耕 800円
＜地域特認＞
水稲IPMと組み合わせた畦畔除草及び秋耕 4,000円
＜取組拡大加算（R4新規）＞
農業者団体による、有機農業に新たに取り組 4,000円

（ ）む農業者の受入・定着に向けた技術等の活動 新規取組面積あたり

＜取組拡大加算（R4新規）＞
農業者団体による、有機農業に新たに取り組 4,000円

（ ）む農業者の受入・定着に向けた技術等の活動 新規取組面積あたり

【要件】
１ 主作物について販売することを目的に生産を行っていること。
２ 「みどりのチェックシート」に定められた持続可能な農業生産に係る取組を実施して
いること。

実施期間 平成２３～令和６年度 担 当 食の安全・安心推進課 環境農業グループ
（内線５０４０、直通０１７－７３４－９３５３）
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目 中山間地域振興 ／ 環境保全地域を変えるための切り口
的 農地の利用集積 遊休農地対策
別

実施主体別 県

事業名 中山間ふるさと水と土保全推進事業（その他・継続）

アピール 基金の運用益等を活用し、都市住民・ボランティアと連携した住民活動によ

ポイント り棚田の保全が図られる。

従来の中山間地域対策では対応しきれない急傾斜地水田 予算額 2,472（千円）

事 等（いわゆる棚田地域等）を対象に、農業生産機能や環境

業 保全機能の維持を図るための保全活動等を支援する。 国 －

の 内

趣 県 2,472

旨 訳

その他 －

１ 保全ネットワーク推進事業 補助率 標準事業費

事 棚田の保全利活用に対する県民の理解の醸成、棚田地域で

業 の農作業体験、保全活動に関心のある都市住民の登録派遣、 － －

の 情報提供

内

容 ２ 保全活動推進事業

等 保全利活用活動計画策定、指導者育成研修、地域住民に対

する啓発普及等

３ 保全活動支援事業

住民組織が行う保全活動に要した経費等の助成

《事業実施主体》

県

【採択要件】

当該地域の全農地面積の1/2以上を主傾斜1/20以上の農地面積が占める地域

【令和５年度実施計画】

１ 保全ネットワーク推進事業：先進地調査、棚田サミット参加、普及・啓発看板設置等

２ 保全活動推進事業：普及・啓発誌の購入配付等

３ 保全活動支援事業：なし

実施期間 平成１１年度～ 担 当 農村整備課 農村環境整備グループ

（内線４８８８、直通０１７－７３４－９５５５）
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目 環境保全 ／ その他（生活環境）地域を変えるための切り口
的
別

実施主体別 市町村

事業名 農業集落排水事業（国庫・県単・継続）
【農山漁村地域整備交付金、農村整備事業】

アピール 水路に流れ込む農村の生活排水を浄化処理することにより、きれいな水を安
ポイント 定的に供給できる。

農業用排水の水質保全及び農村生活環境の改善を図るた 予算額 53,500（千円）
事 め、農村集落におけるし尿と生活雑排水を処理する施設の
業 整備を行う。 国 26,000
の 内
趣 県 1,500
旨 訳

その他 26,000

１ 処理施設及び管路施設の整備 補助率 標準事業費
事
業 ２ 雨水排水路の整備 団体営 －
の
内 ３ 汚泥の処理施設の整備 国
容 50%
等 《事業実施主体》

市町村 県
4.5%
※Ｈ22まで※補助率の欄の県（4.5、3.5、2.5）％は、農業集落排水促
採択地区進事業で助成
県
3.5%
※Ｈ23以降
採択地区
県
2.5%
※Ｈ26以降
採択地区

【採択要件】

１ 整備対象集落：農業振興地域内の農業集落であること。

２ 受益戸数 ：おおむね20戸以上であること。

３ 事業規模 ：処理対象人口がおおむね1,000人程度であること。

４ 対象汚水等 ：し尿、生活雑排水等の汚水、汚泥又は雨水を処理する施設等であること。

５ 処理水質 ：ＢＯＤ２０㎎／㍑以下、ＳＳ５０㎎／㍑以下を原則

【令和５年度実施計画等】

１ 実施地区数：２地区

２ 関係市町村：平内町、鶴田町

実施期間 昭和５８年度～ 担 当 農村整備課 農村環境整備グループ
（内線４８８８、直通０１７－７３４－９５５５）
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目 環境保全 ／ その他（生活環境）地域を変えるための切り口
的 生産基盤の整備 ほ場整備 ／ 暗渠排水・客土 ／ 用排水路 ／ その他（農道）
別

実施主体別 県 ／ 市町村

事業名 集落基盤整備事業（国庫・継続）

【農山漁村地域整備交付金】

アピール 地域の農業の健全な発展を図るとともに、景観が優れ豊かで住み良い農村と

ポイント なるよう、農業生産基盤の整備と、交通、情報通信等の生活環境整備を総合的

に推進することができる。

地域が設定する個性ある農村振興の目標の達成が図られ 予算額 －（千円）

事 るよう、地域住民の参加の下、関係省庁との連携を図りつ

業 つ、地域の多様なニーズに応じた農業生産基盤の整備と農 国 －

の 村生活環境の整備を総合的に実施する。 内

趣 県 －

旨 訳

その他 －

補助率 標準事業費１ 農業生産基盤整備事業

（１）農業用用排水施設整備 （２）農道整備 （３）ほ場整備事

業 県営 －（４）農用地開発 （５）農地防災 （６）客土 （７）暗きょ排水

（８）農用地の改良又は保全 （９）土地基盤の再編・整序化の

内 国

容 50%２ 農村生活環境整備事業

等 県（１）農業集落道整備 （２）営農飲雑用水施設整備

25%（３）農業集落排水施設整備 （４）農業集落防災安全施設整備

（５）用地整備 （６）活性化施設整備

（７）地域農業活動拠点施設整備（８）集落環境管理施設整備

（９）交流施設基盤整備 （10）情報基盤施設整備

（11）市民農園等整備 （12）生態系保全施設等整備

（13）地域資源利活用施設整備 （14）施設補強整備

（15）施設環境整備 （16）歴史的土地改良施設保全整備

（17）施設集約整備 （18）交換分合

（19）集落土地基盤整備

《事業実施主体》

県

【採択要件】

農村振興基本計画又はこれに準ずる計画が作成されている地区であること。

【令和５年度実施計画等】

※実施地区なし

実施期間 平成１３年度～ 担 当 農村整備課 農村環境整備グループ

（内線４８８９、直通０１７－７３４－９５５５）
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